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社会福祉法人の規模
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サービス活動収益計

(単位：法人)

資産の部合計

(単位：法人)

集計した法人のサービス活動収益と資産合計の金額階級別法人数は以下の通りです。

(総数：20,771法人)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2023決算分)」から計算、作成
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サービス活動収益に占める各事業収益の割合が90％以上の法人又は拠点をそれぞれの
「専業」としました。

(総数：20,771法人)

(単位：法人) (単位：拠点)

「その他」の法人は、複数の事業を行なっているために
１事業では90％に満たない法人等です。

(総数：82,857拠点)

「その他」の拠点には、本部拠点等も含まれます。

法人単位 拠点区分単位

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2023決算分)」から計算、作成
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注：法人コード「１」(一般社会福祉法人：18,300法人)について集計。

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2023決算分)」から計算、作成
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② 経常増減差額率
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社会福祉法人の主目的は利益獲得ではありま
せんが、安定的・継続的に福祉サービスを提供
するためには、一定の収益性を確保することが
必要です。本指標は、企業における｢売上高経常
利益率｣に相当するもので、法人の収益性を理
解する上での基本的な指標です。

ちなみにわが国の法人企業(全産業)の売上高
経常利益率は、

となっています。

資料：財務総合政策研究所

「財政金融統計月報(法人企業統計年報特集)」から

※ 令和５年度版はまだ公表されていません。

〔計算式〕

経常増減差額 ÷ サービス活動収益

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和２年度
(2020)

令和３年度
(2021)

令和４年度
(2022)

5.5％ 4.8％ 4.6％ 5.8％ 6.0％
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④ 職員一人当たりサービス活動収益
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従事者１⼈当たりどの程度のサービス活動収

益を得ているかによって収益獲得の効率性を判
断する指標です。本指標の値が同業種の他法人
(平均)より小さい場合、職員数や人員配置に課
題を抱えていることが考えられます。

なお｢財務諸表等開示システム｣の開示データ
では、常勤換算職員数は法人単位でしか把握さ
れていないことから、拠点区分での比較はできま
せん。

(千円)

〔計算式〕

サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

※ 2021年度の法人全体の急減は、分母である常勤換算職員数
が約15万人増加したことが主な要因ですが、このうち14.4万人
は２法人で増加しています。これらは誤入力の可能性が高いの
で、その２法人を除くと6,730千円となります。

※ 2022年度の保育専業の中には、１億13百万円の収益規模で
11,887人の常勤換算職員数という報告例があります。これを除
くと5,867千円となります。ただしそれ以外にも、１千人超や５人
未満の報告例が複数あります。
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2021年度が低い理由の一つはこの辺り
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(2021年度決算)

鹿児島県

社協等単独は10万円程度？ ５億円未満は80万円程度？
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⑩ 固定長期適合率
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社会福祉法人は、その地域で長期にわたり事
業を安定的に継続することが前提であり、事業
の実施に必要な土地、建物は原則として自己所
有であることが求められています。そのため一般
的に多額の固定資産を保有していますが、その
保有に関する資金調達が返済不要な資金(純資
産)や長期間にわたって返済する資金(固定負債)
により賄われているかを判定する指標です。

この指標が100％を上回っていると、自己資本
や固定負債のみでは固定資産を賄いきれず、１
年以内に返済する必要がある流動負債からも賄
っていることを示しています。通常、固定資産は
すぐに換金できないものが多いため、流動負債
の清算に必要な金銭などが不足するなど不安定
な状況にあることを示しています。

〔計算式〕

固定資産 ÷ （純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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⑮ 債務償還年数

9

5.14 

4.70 4.76 

5.26 5.18 

7.96 
7.64 

8.36 

9.37 

8.17 

2.75 
2.50 

2.84 2.81 
2.55 

2.06 2.03 
2.29 

2.48 2.59 

0

2

4

6

8

10

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

法人全体

介護兼業

保育専業

就労･障害専業

償還が必要な債務について、１年間の運営の
結果として得られた資⾦(事業活動資金収支差

額)を仮に全額返済に充てた場合の、完済するた
めに必要と考えられるおおよその期間を示す指
標であり、借入金の償還能力を表します。年数
が短いほど償還能力が高く、安定性があると言
えます。

借入金残高が無い (いわゆる無借金)法人は事
業活動資金収支差額の多寡に拘わらず０年とな
り、また母集団の中に事業活動資金収支差額が
マイナスの法人があると分母が小さくなることな
どから、平均値を見る際には注意が必要です。

(年)

〔計算式〕

借入金残高(※)合計 ÷ 事業活動資金収支差額
※ 借入金残高 ＝短期運営資金借入金＋社会福祉連携推進業務短期運営資金借入金

＋役員等短期借入金＋１年以内返済予定社会福祉連携推進業務設
備資金借入金＋１年以内返済予定設備資金借入金＋１年以内返済
予定社会福祉連携推進業務長期運営資金借入金＋１年以内返済予
定長期運営資金借入金＋１年以内返済予定リース債務＋１年以内返
済予定役員等長期借入金＋社会福祉連携推進業務設備資金借入金
＋設備資金借入金＋社会福祉連携推進業務長期運営資金借入金＋
長期運営資金借入金＋リース債務＋役員等長期借入金

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成



財務分析ＰＴ

⑰ 事業活動資金収支差額率
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当年度の事業活動による資金収入と資金支出
のバランスを示す指標であり、資金の獲得能力
を表します。事業活動資金収支差額は借入金返
済及び将来投資に向けた資金準備の原資となる
ことから、本指標の値はプラスであることを要し
ます。

社会福祉法人は、事業活動資金収支差額によ
って、借入金の償還、固定資産取得(設備更新を
含む。)の資金準備、積立預金の計上等を進め
ていくため、事業活動資金収支差額の多寡は、
法人の事業継続性に大きく影響します。

本指標の値がマイナスとなる場合、期末支払
資金残高の取崩しや新たな運転資金借入れ等
を来し、このまま推移すると資金繰りに窮する可
能性があります。

〔計算式〕

事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成



財務分析ＰＴ

■ 全国平均 5.14年

■ 中央値 0.53年

「債務償還年数」の平均値の留意点
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事業活動資金収支差額②

借入金残高①

事業活動資金収支差額①

借入金残高③

▲事業活動資金収支差額③

借入金残高① ＋ 借入金残高③

事業活動資金収支差額① ＋ 事業活動資金収支差額② ＋ ▲事業活動資金収支差額③
全体の｢債務償還年数｣＝

「債務償還年数」は、分母(事業活動資金収支差額)がマイナスの値を取りうる経営指標であり、ま
た分子である借入金残高が無い(＝無借金)である場合は、分母の額に関わらず０年となります。個
々の算出の場合はあまり問題はないのですが、平均値を算出する場合は、その母集団の状況に注
意が必要です。

設備資金借入金の償還期間は20年であることが多く、その平均残存償還期間は10年程度と考えら
れるので、10年以内が一応の目安ですが、個々の案件で分析することが必要です。

資料：2021.10.29総合福祉研究会第37回全国大会(東京大会)資料３「社会福祉法人の経営指標の分布」から。一部加筆。

(令和元年度決算)

平均値 5.14年

中央値 0.53年
(法⼈数 20,522法⼈)

307,273,363,137

▲33,928,493,034
= ▲9.06年

(1,721法⼈) (12,022法⼈)

3,879,012,618,382

762,217,770,032
= 5.09年=

0

86,122,849,627
= 0 年=

(6,779法⼈)

762,217,770,032 + 86,122,849,627 + ▲33,928,493,034 = 814,412,126,625

3,879,012,618,382 + 307,273,363,137 = 4,186,285,981,519
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⑳ 人件費比率
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サービス活動収益に対する⼈件費の占める割
合を⽰す指標です。社会福祉事業は一般に労働

集約型であるため、人件費割合が大きくなる傾
向にあり、本指標の値の多寡が収益性に大きく
影響します。

人件費の多寡は、職員数と給与水準に分けら
れ、給与水準には、法人の職員待遇の状況が反
映されますが、地域性の影響も受けます。人件
費は固定費としての性格が強いので、サービス
活動収益の増減によって本指標の値が変動する
ことにも注意が必要です。

適切な福祉サービスを提供する上で、適切な
人員配置と適正な報酬水準確保は不可欠であ
るため、一概に低い比率が望ましいとは言えま
せんが、安定的な経営のためには固定費に関す
る比率である本指標の値を一定水準以下に抑え
る必要があります。

〔計算式〕

人件費 ÷ サービス活動収益計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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㉓ 事業費比率
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サービス活動収益に対する事業費の占める割
合を⽰す指標です。サービス活動収益の増減に
影響される変動費としての性格を有します。

本指標の値の多寡は、例えば、介護用品を多く
要する事業を営む場合は値が高くなるなど、法
人の提供する福祉サービスの特性に影響を受け
ます。事業費は福祉サービスに直接関わる費用
であるため、一概に低く抑えることはサービスの
質の低下につながり望ましくありませんが、他の
費用指標と併せて、全体の費用構成によって事
業経営上の資源配分に関する特性を理解すると
ともに、収益性の要因分析の観点から値の多寡
と推移を分析することが必要です。

〔計算式〕

事業費 ÷ サービス活動収益計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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②経常増減差額率の分布 (令和５年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 8,068件（ 38.84％）

平均値 ▲ 3.69％

抽出件数 20,771件（ 100.00％）

グラフ内 20,672件（ 99.52％）

平均値 1.96％

中央値 1.63％

【総数】平均サービス活動収益 6億265万円 【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,670件（ 12.85％）

平均値 2.21％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,101件（ 87.15％）

平均値 1.67％
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

【総数のうち本指標がマイナス値】

抽出件数 1,812件（ 48.87％）

平均値 ▲ 4.93％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.80％）

平均値 2.83％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,011件（ 81.20％）

平均値 ▲ 0.64％

抽出件数 3,708件（ 100.00％）

グラフ内 3,686件（ 99.41％）

平均値 1.03％

中央値 0.17％

【総数】平均サービス活動収益 7億4,312万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 2,236件（ 29.14％）

平均値 ▲ 4.31％

抽出件数 7,673件（ 100.00％）

グラフ内 7,654件（ 99.75％）

平均値 4.47％

中央値 3.15％

【総数】平均サービス活動収益 2億5,532万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平均値 5.45％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,517件（ 97.97％）

平均値 4.30％

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 1,075件（ 39.77％）

平均値 ▲ 4.18％

抽出件数 2,703件（ 100.00％）

グラフ内 2,694件（ 99.67％）

平均値 2.50％

中央値 1.52％

【総数】平均サービス活動収益 3億9,188万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平均値 3.60％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,514件（ 93.01％）

平均値 1.97％

(令和５年度決算)
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数)

抽出件数 20,717件（ 100.00％）

グラフ内 20,081件（ 96.93％）

平 均 値 6,865千円

中 央 値 6,396千円

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,669件（ 12.88％）

平 均 値 7,516千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,048件（ 87.12％）

平 均 値 6,220千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.81％）

平 均 値 6,799千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,008件（ 81.19％）

平 均 値 6,352千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)

抽出件数 3,705件（ 100.00％）

グラフ内 3,648件（ 98.46％）

平 均 値 6,560千円

中 央 値 6,538千円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)



財務分析ＰＴ

0

50

100

150

200

250

300

350

2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000 6,500 7,000 7,500 8,000 8,500 9,000 9,500 10,000 10,500 11,000 11,500 12,000

保育事業収益が90％以上の法人

20

④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.04％）

平 均 値 6,645千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,495件（ 97.96％）

平 均 値 5,679千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)

抽出件数 7,651件（ 100.00％）

グラフ内 7,529件（ 98.41％）

平 均 値 5,801千円

中 央 値 6,045千円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平 均 値 7,496千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,513件（ 93.01％）

平 均 値 6,583千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)

抽出件数 2,702件（ 100.00％）

グラフ内 2,612件（ 96.67％）

平 均 値 6,856千円

中 央 値 6,625千円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

抽出件数 20,771件（ 100.00％）

グラフ内 20,590件（ 99.13％）

平 均 値 83.10％

中 央 値 86.06％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,670件（ 12.85％）

平 均 値 83.06％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,101件（ 87.15％）

平 均 値 83.15％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.80％）

平 均 値 81.94％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,011件（ 81.20％）

平 均 値 80.13％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

抽出件数 3,708件（ 100.00％）

グラフ内 3,664件（ 98.81％）

平 均 値 80.97％

中 央 値 82.69％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平 均 値 91.61％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,517件（ 97.97％）

平 均 値 90.61％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

抽出件数 7,673件（ 100.00％）

グラフ内 7,632件（ 99.47％）

平 均 値 90.73％

中 央 値 90.65％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平 均 値 79.03％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,514件（ 93.01％）

平 均 値 75.01％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

抽出件数 2,703件（ 100.00％）

グラフ内 2,683件（ 99.26％）

平 均 値 76.22％

中 央 値 74.99％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

抽出件数 20,771件（ 100.00％）

グラフ内 10,904件（ 52.50％）

平 均 値 5.18年

中 央 値 0.40年

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,670件（ 12.85％）

平 均 値 5.32年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,101件（ 87.15％）

平 均 値 4.98年

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.80％）

平 均 値 7.00年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,011件（ 81.20％）

平 均 値 9.94年

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む → 抽出件数 3,708件（ 100.00％）

グラフ内 2,176件（ 58.68％）

平 均 値 8.17年

中 央 値 2.76年

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平 均 値 2.84年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,517件（ 97.97％）

平 均 値 2.49年

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む → 抽出件数 7,673件（ 100.00％）

グラフ内 3,989件（ 51.99％）

平 均 値 2.55年

中 央 値 0.25年

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平 均 値 2.22年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,514件（ 93.01％）

平 均 値 2.80年

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む → 抽出件数 2,703件（ 100.00％）

グラフ内 1,446件（ 53.50％）

平 均 値 2.59年

中 央 値 0.30年

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,101件（ 87.15％）

平 均 値 5.96％

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.80％）

平 均 値 8.47％

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,011件（ 81.20％）

平 均 値 5.17％

抽出件数 3,708件（ 100.00％）

グラフ内 3,693件（ 99.60％）

平 均 値 6.76％

中 央 値 5.69％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平 均 値 8.40％

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,517件（ 97.97％）

平 均 値 7.75％

抽出件数 7,673件（ 100.00％）

グラフ内 7,660件（ 99.83％）

平 均 値 7.84％

中 央 値 6.53％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平 均 値 7.82％

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,514件（ 93.01％）

平 均 値 6.49％

抽出件数 2,703件（ 100.00％）

グラフ内 2,697件（ 99.78％）

平 均 値 6.92％

中 央 値 5.77％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布(法人数)

抽出件数 20,747件（ 100.00％）

グラフ内 20,658件（ 99.57％）

平 均 値 66.77％

中 央 値 70.98％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,668件（ 12.86％）

平 均 値 64.42％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,079件（ 87.14％）

平 均 値 69.59％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 697件（ 18.80％）

平 均 値 65.05％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,010件（ 81.20％）

平 均 値 67.97％

抽出件数 3,707件（ 100.00％）

グラフ内 3,690件（ 99.54％）

平 均 値 66.57％

中 央 値 67.69％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平 均 値 70.22％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,516件（ 97.97％）

平 均 値 74.45％

抽出件数 7,672件（ 100.00％）

グラフ内 7,631件（ 99.47％）

平 均 値 73.84％

中 央 値 76.10％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 6.99％）

平 均 値 63.36％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,514件（ 93.01％）

平 均 値 66.03％

抽出件数 2,703件（ 100.00％）

グラフ内 2,696件（ 99.74％）

平 均 値 65.15％

中 央 値 66.73％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

抽出件数 20,722件（ 100.00％）

グラフ内 20,658件（ 99.69％）

平 均 値 15.08％

中 央 値 12.18％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,666件（ 12.87％）

平 均 値 16.44％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,056件（ 87.13％）

平 均 値 13.46％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 696件（ 18.79％）

平 均 値 15.00％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,009件（ 81.21％）

平 均 値 16.00％

抽出件数 3,705件（ 100.00％）

グラフ内 3,700件（ 99.87％）

平 均 値 15.52％

中 央 値 15.59％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 156件（ 2.03％）

平 均 値 9.37％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,517件（ 97.97％）

平 均 値 10.38％

抽出件数 7,673件（ 100.00％）

グラフ内 7,672件（ 99.99％）

平 均 値 10.23％

中 央 値 10.35％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 189件（ 7.02％）

平 均 値 10.26％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,503件（ 92.98％）

平 均 値 11.04％

抽出件数 2,692件（ 100.00％）

グラフ内 2,691件（ 99.96％）

平 均 値 10.79％

中 央 値 10.20％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

いわゆる

「赤字」

抽出件数 74,434件（ 100.00％）

グラフ内 67,894件（ 91.21％）

平均値 2.02％

中央値 2.23％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 36,128件（ 48.54％）

平均値 ▲ 10.45％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,707件（ 25.13％）

平均値 3.19％

【総数】平均サービス活動収益 1億5,426万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

ここからは「拠点」

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

【総数のうち本指標がマイナス値】

抽出件数 8,157件（ 44.69％）

平均値 ▲ 7.38％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 9,349件（ 51.22％）

平均値 2.38％

抽出件数 18,254件（ 100.00％）

グラフ内 17,647件（ 96.67％）

平均値 1.82％

中央値 1.26％

【総数】平均サービス活動収益 2億6,502万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 5,318件（ 27.53％）

平均値 ▲ 6.26％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,270件（ 16.93％）

平均値 7.02％

抽出件数 19,314件（ 100.00％）

グラフ内 18,893件（ 97.82％）

平均値 5.36％

中央値 4.50％

【総数】平均サービス活動収益 1億2,712万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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②経常増減差額率の分布

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 6,292件（ 39.46％）

平均値 ▲ 9.45％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,081件（ 19.32％）

平均値 6.09％

抽出件数 15,945件（ 100.00％）

グラフ内 15,056件（ 94.42％）

平均値 4.43％

中央値 3.01％

【総数】平均サービス活動収益 5億7,877万円

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率(拠点数)

抽出件数 79,448件（ 100.00％）

グラフ内 64,173件（ 80.77％）

平均値 83.45％

中央値 80.78％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,699件（ 23.54％）

平均値 82.35％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 60,749件（ 76.46％）

平均値 85.23％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率

抽出件数 18,225件（ 100.00％）

グラフ内 15,610件（ 85.65％）

平均値 81.31％

中央値 78.82％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 9,349件（ 51.30％）

平均値 81.42％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 8,876件（ 48.70％）

平均値 80.58％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率

抽出件数 19,279件（ 100.00％）

グラフ内 18,061件（ 93.68％）

平均値 91.23％

中央値 90.38％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,269件（ 16.96％）

平均値 91.70％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 16,010件（ 83.04％）

平 均 値 91.01％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑩ 固定長期適合率

抽出件数 15,864件（ 100.00％）

グラフ内 13,147件（ 82.87％）

平 均 値 76.51％

中 央 値 69.13％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,078件（ 19.40％）

平均値 77.23％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 12,786件（ 80.60％）

平均値 75.38％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(拠点数)

抽出件数 79,704件（ 100.00％）

グラフ内 22,840件（ 28.66％）

平 均 値 4.68年

中 央 値 0.00年

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,699件（ 23.46％）

平均値 3.90年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 61,005件（ 76.54％）

平 均 値 8.36年

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布(拠点数)

抽出件数 18,228件（ 100.00％）

グラフ内 7,633件（ 41.88％）

平均値 6.01年

中央値 0.00年

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 9,347件（ 51.28％）

平均値 5.57年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 8,881件（ 48.72％）

平均値 11.89年

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布

抽出件数 19,274件（ 100.00％）

グラフ内 7,596件（ 39.41％）

平均値 2.14年

中央値 0.00年

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,270件（ 16.97％）

平均値 1.77年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 16,004件（ 83.03％）

平均値 2.35年

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑮ 債務償還年数の分布

抽出件数 15,894件（ 100.00％）

グラフ内 4,236件（ 26.65％）

平均値 1.65年

中央値 0.00年

【計算式】借入⾦残高合計 ÷ 事業活動資⾦収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外
0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,079件（ 19.37％）

平均値 1.19年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 12,815件（ 80.63％）

平均値 2.61年

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(拠点数)

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,707件（ 23.59％）

平均値 7.97％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 60,603件（ 76.41％）

平均値 3.37％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

抽出件数 79,310件（ 100.00％）

グラフ内 68,489件（ 86.36％）

平均値 6.44％

中央値 5.46％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 8,903件（ 48.78％）

平均値 3.56％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

抽出件数 18,252件（ 100.00％）

グラフ内 17,749件（ 97.24％）

平均値 7.20％

中央値 6.13％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,270件（ 16.93％）

平均値 10.24％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 16,044件（ 83.07％）

平均値 8.06％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

抽出件数 19,314件（ 100.00％）

グラフ内 18,924件（ 97.98％）

平均値 8.74％

中央値 7.70％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【計算式】事業活動資⾦収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,081件（ 19.32％）

平均値 10.34％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 12,864件（ 80.68％）

平均値 6.53％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

抽出件数 15,945件（ 100.00％）

グラフ内 15,142件（ 94.96％）

平均値 8.71％

中央値 6.89％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,692件（ 26.08％）

平 均 値 64.23％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 52,993件（ 73.92％）

平 均 値 71.48％

抽出件数 71,685件（ 100.00％）

グラフ内 66,681件（ 93.02％）

平 均 値 66.63％

中 央 値 70.42％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 9,343件（ 51.42％）

平 均 値 66.13％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 8,826件（ 48.58％）

平 均 値 72.40％

抽出件数 18,169件（ 100.00％）

グラフ内 17,345件（ 95.46％）

平 均 値 67.01％

中 央 値 69.15％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,270件（ 17.11％）

平 均 値 71.68％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,844件（ 82.89％）

平 均 値 73.70％

抽出件数 19,114件（ 100.00％）

グラフ内 18,823件（ 98.48％）

平 均 値 73.07％

中 央 値 74.20％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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⑳ 人件費比率の分布

【計算式】⼈件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,080件（ 19.51％）

平 均 値 62.28％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 12,707件（ 80.49％）

平 均 値 66.33％

抽出件数 15,787件（ 100.00％）

グラフ内 14,733件（ 93.32％）

平 均 値 64.01％

中 央 値 67.41％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 18,644件（ 26.90％）

平均値 16.39％

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 50,665件（ 73.10％）

平均値 12.55％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)

抽出件数 69,309件（ 100.00％）

グラフ内 67,371件（ 97.20％）

平均値 15.12％

中央値 11.76％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 9,341件（ 52.36％）

平均値 15.51％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 8,498件（ 47.64％）

平均値 13.60％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)

抽出件数 17,839件（ 100.00％）

グラフ内 17,687件（ 99.15％）

平均値 15.24％

中央値 14.63％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,269件（ 17.22％）

平均値 9.81％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,719件（ 82.78％）

平均値 10.32％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)

抽出件数 18,988件（ 100.00％）

グラフ内 18,924件（ 99.66％）

平均値 10.16％

中央値 9.91％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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㉓ 事業費比率の分布

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 3,073件（ 20.05％）

平均値 12.44％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 12,253件（ 79.95％）

平均値 9.73％

(拠点数)

抽出件数 15,326件（ 100.00％）

グラフ内 15,201件（ 99.18％）

平均値 11.28％

中央値 9.65％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

(令和５年度決算)
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